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１．研究の背景と検討課題  
  

次世代経営人材育成、次世代リーダー育成

は、企業人事における中心的課題の一つとな

っている。たとえば、リクルートマネジメン

トソリューションズ（2010）では、人材マネ

ジメント課題として「次世代経営人材の育

成・登用」の選択率が、現在を対象とした場

合 82.5 ％、5 年後を対象とした場合 82.9％で

あり、同時に調査を行った項目の中で、いず

れも最も選択率が高かった。同様に、リクル

ート ワークス研究所（2012）においても、

「次世代リーダーの育成・採用」は現在認識

されている人事課題の中で最も選択率が高く

72.2％であり、最も重要だと思う課題として

の選択率も 17.7％と最も高かった。  
また、リクルートマネジメントソリューシ

ョンズ（2010）では、「次世代の経営を担う

人材が育っていない」という項目についての

肯定回答率が約 8 割であり、実際に「次世代

の経営人材が育っていない」と考えている企

業が多いことを示す結果であった。  
一方、経営人材育成、次世代経営人材育成

については、これまでもさまざまな調査、研

究、事例、効果的な方法の報告がなされてい

る（e.g. 労政時報 , 2012；野村マネジメント

スクール／野村総合研究所 , 2011；Charan, 
2007；Byham, 2002；McCall, 1998）。しか

し先述の通り、依然として経営人材育成に課

題や問題を抱え、打ち手に悩む企業の数は少

なくない。   
そこで本研究では、経営人材育成の成果を

高める要因を検討すべく、先行の調査・研究

で指摘されている要因のうち「事業戦略と経

営人材育成戦略の連動性」と「経営者の経営

人材育成へのコミットメント」について、  
 
【検討課題 1】  

事業戦略と経営人材育成戦略の連動性と、

経営人材育成の状況の関連の検証  
 
【検討課題 2】  

経営者の経営人材育成へのコミットメン

トと、経営人材育成の状況の関連の検証  
 
のとおり定量的な分析を試みる。また、  

 
【検討課題 3】  
経営人材育成の満足度と、経営人材育成

の状況の関連の検証  
 
についても定量的な分析を試みる。  

 
２．方法  
 
2. 1  分析に用いたデータ  
 本研究では、経営人材育成の実態を把握す

るために 2012 年 5 月から 6 月に実施された、

㈱リクルートマネジメントソリューションズ

の「経営人材育成実態調査」のデータを用い

た。調査対象企業は、主に従業員数 1000 名

以上の企業であった。また、回答者は主に、

経営人材育成の取り組みの実態を把握してい

るミドルマネジャー以上であった。調査方法

は郵送法を中心とし、一部直接持参をした。  
最終的に回収された有効回答数は 263 件



（従業員数 1000 名以上の企業が 97.7% ）で
あり、有効回答率は 23.1％であった。  
 
2.2 分析に用いた変数  
 調査は、経営環境、経営人材と経営人材候

補に関する課題、経営人材候補への教育プロ

グラムの実態、経営人材候補の選抜の実態、

経営人材候補の育成を目的とした異動・配置

の実態などに関する設問から構成されていた。 
そのうち本研究においては、経営人材候補

を対象とした教育プログラムの実施状況（14
項目；「実施しており、成果に満足している」

「実施しているが、成果に満足していない」

「実施していないが、今後行う予定がある」

「実施しておらず、今後も行う予定がない」

の 4 肢選択）、教育プログラムに関わる問題
（14 項目；「あてはまる」「あてはまらない」
の 2 肢選択）、選抜の実施状況（1 項目；「新
入社員～係長層で、最初の選抜を行う」「課長

層で、最初の選抜を行う」「部長層で、最初の

選抜を行う」「部長層より上の階層で、最初の

選抜を行う」「選抜は行わない」の 5 肢選択）、
選抜に関わる問題（8 項目；「あてはまる」「あ
てはまらない」の 2 肢選択）、異動・配置の
実施状況（1 項目；「行っている」「行ってい
ない」の 2 肢選択）、異動・配置に関わる問
題（9 項目；「あてはまる」「あてはまらない」
の 2 肢選択）、経営人材育成の状況・成果に
関わる設問（3 項目；「あてはまる」「ややあ
てはまる」「あまりあてはあまらない」「あて

はまらない」の 4 肢選択）を分析に用いた。 
 
2.3  分析内容  
「検討課題 1：事業戦略と経営人材育成戦

略の連動性と、経営人材育成の状況の関連の

検証」、「検討課題 2：経営者の経営人材育成
へのコミットメントと、経営人材育成の状況

の関連の検証」、「検討課題 3：経営人材育成
の満足度と、経営人材育成の状況の関連の検

証」のために、以下６つの分析を行った。  

【分析 1】  
経営人材候補への教育プログラムの実施状況

ごとの、事業戦略と経営人材育成戦略の連動

性、経営者の経営人材育成へのコミットメン

ト、経営人材育成の満足度の差に関する分散

分析ならびに Tukey の多重比較  
 
【分析 2】  
経営人材候補への教育プログラムに関する問

題の有無ごとの、事業戦略と経営人材育成戦

略の連動性、経営者の経営人材育成へのコミ

ットメント、経営人材育成の満足度の差に関

するｔ検定  
 
【分析 3】  
経営人材候補の選抜の実施有無ごとの、事業

戦略と経営人材育成戦略の連動性、経営者の

経営人材育成へのコミットメント、経営人材

育成の満足度の差に関するｔ検定  
 
【分析 4 】  
経営人材候補の選抜に関する問題の有無ごと

の、事業戦略と経営人材育成戦略の連動性、

経営者の経営人材育成へのコミットメント、

経営人材育成の満足度の差に関するｔ検定  
 
【分析 5 】  
経営人材候補の育成を目的とした異動・配置

の実施有無ごとの、事業戦略と経営人材育成

戦略の連動性、経営者の経営人材育成へのコ

ミットメント、経営人材育成の満足度の差に

関するｔ検定  
 
【分析 6】  
経営人材候補の育成を目的とした異動・配置

に関する問題の有無ごとの、事業戦略と経営

人材育成戦略の連動性、経営者の経営人材育

成へのコミットメント、経営人材育成の満足

度の差に関するｔ検定  
 



2.4  変数の取扱い  
経営人材候補を対象とした教育プログラ

ムについては、「実施しており、成果に満足し

ている」、「実施しているが、成果に満足して

いない」、「実施していないが、今後行う予定

がある」、「実施しておらず、今後も行う予定

がない」の 4 肢選択で調査を行った。本研究
では、「実施していないが、今後行う予定があ

る」、「実施しておらず、今後も行う予定がな

い」の二つの回答カテゴリを一つに統合し、

「プログラム未実施」とみなし、「実施してお

り、成果に満足している」、「実施しているが、

成果に満足していない」、「プログラム未実施」

の 3 群として分析を行った。  
また、選抜の実施状況については、「新入

社員～係長層で、最初の選抜を行う」、「課長

層で、最初の選抜を行う」、「部長層で、最初

の選抜を行う」、「部長層より上の階層で、最

初の選抜を行う」、「選抜は行わない」の 5 肢
選択を、「選択を行わない」以外の回答カテゴ

リを「選抜を行う」として扱い、「選抜を行う」、

「選抜を行わない」の 2 群として分析を行っ
た。  
なお、「事業戦略と経営人材育成戦略とが

連動している」、「経営人材育成に経営者が高

くコミットしている」、「経営人材育成に満足

している」については、「あてはまらない」を

1、「あまりあてはまらない」を 2、「ややあて
はまる」を 3、「あてはまる」を 4 とするリッ
カート形式として分析を行った。  
 
3 ．結果と考察  
 
【分析 1】～【分析 6】の結果は、図表 1

～図表 6 である。  
図表 1 のとおり、【分析 1】については、ほ

ぼすべての分散分析の結果が有意であった。

紙面の関係で割愛している Tukey の多重比
較についても、分散分析の結果が有意であっ

た場合、いずれかの群間で有意な差があった。 
 概して、事業戦略と経営人材育成戦略の連

動性、経営人材育成に対する経営者のコミッ

トメント、経営人材育成の満足度の、経営人

材候補への教育プログラムの実施状況による

得点差は、「プログラムを実施し、成果に満足

している」群の得点＞「プログラムを実施し、  
成果に満足していない」群の得点＞「プログ

ラム未実施」群の得点という傾向にあった。

すなわち、経営人材育成候補への教育プログ

ラムを行っている企業ほど、またその結果に

満足している企業ほど、戦略の連動性が高く、

経営者のコミットメントが高く、また経営人

材育成に満足していると考えられる。  
 

図表 1 ．経営人材候補への教育プログラムの実施状況についての分散分析【分析 1 】  

F値 p値 F値 p値 F値 p値

現役の経営人材による直接指導（塾、講話等） 11.30 <.0001 14.09 <.0001 26.29 <.0001
現役の経営人材によるコーチング、メンタリング 7.81 0.00 1.52 0.22 9.06 0.00
社外のプロによるコーチング 8.63 0.00 3.4 0.04 12.21 <.0001
多面（360°）観察評価 5.43 0.00 3.52 0.03 8.51 0.00
経営人材として必要な知識付与のための研修 13.80 <.0001 18.15 <.0001 25.1 <.0001
会社や事業の今後の戦略を提言する研修（アクション・ラーニング） 13.18 <.0001 17.45 <.0001 13.02 <.0001
会社や事業について深い理解を促すための研修 9.45 0.00 11.51 <.0001 14.48 <.0001
企業理念を深く理解するための研修 6.75 0.00 11.54 <.0001 12.4 <.0001
経営人材としての役割認識、自覚や覚悟を促すための研修 17.42 <.0001 18.11 <.0001 26.06 <.0001
ビジネスとは直接関係しない教養や世界観を学ぶ研修 5.21 0.01 8.35 0.00 13.61 <.0001
国内と海外の経営人材「候補」による合同研修 7.86 0.00 5.04 0.01 4.81 0.01
異業種交流型研修 2.28 0.10 5.71 0.00 17.79 <.0001
国内のビジネススクールへの派遣 4.34 0.01 3.95 0.02 14.97 <.0001
海外のビジネススクールへの派遣 0.62 0.54 1.75 0.18 7.56 0.00

事業戦略と
経営人材育成戦略とが

連動している

経営人材育成に
経営者が

高くコミットしている

経営人材育成に
満足している

 
  



 なお、たとえば「経営人材として必要な知

識付与の研修」や「経営人材としての役割認

識、自覚や覚悟を促すための研修」について

は、Tukey の多重比較の結果、「経営人材育
成に満足している」の得点が、 「プログラム
未実施」群より、「プログラムを実施し、成果

に満足していない」群で有意に高かった。  
 このことから、教育プログラムの内容にも

よるが、「そもそも行わないこと」自体が経営

人材育成における問題となりえることが示唆

された。  
【分析 2】の結果は、図表 2 のとおりであ

る。「目的が明確になっていない」、「身につけ

るべき能力が明確になっていない」について

は、それがあてはまる群で戦略の連動性、経

営者のコミットメント、経営人材育成の満足  
度の得点が有意に低かった。  
因果の方向性については検討に注意を要

するが、教育プログラムの目的やそこで身に

つけるべき能力が明確であるか否かは戦略の

連動性や経営者のコミットメントによること、

またそれらが明確であるかが経営人材育成の

満足度を左右しうることが示唆された。  
 【分析 3】については、図表 3 のとおり、
経営人材育成を目的とした選抜が行われてい

る群で、戦略の連動性、経営者のコミットメ

ント、経営人材育成の満足度の得点が有意に

高かった。  
すなわち、経営人材育成を目的とした選抜

の実施については、戦略の連動性と経営者の

コミットメントとが求められる可能性が示唆

されると同時に、選抜の実施が経営人材育成

の成果を高める可能性が示唆された。  
【分析 4 】の結果は、図表 4 のとおりであ

る。「選抜のための適切な方法がない」があて

はまる群で戦略の連動性と経営人材育成の満

足度が有意に低く、また「選抜の基準があい

まいである」があてはまる群で経営人材育成

の満足度が有意に低かった。  
 

図表 2 ．経営人材候補への教育プログラムに関する問題

についての t 検定【分析 2 】  

平均 t検定 平均 t検定 平均 t検定

あてはまらない t値 あてはまらない t値 あてはまらない t値

あてはまる p値 あてはまる p値 あてはまる p値

2.63 5.19 2.91 5.01 2.03 5.87

1.98 <.0001 2.22 <.0001 1.40 <.0001

2.70 4.44 3.00 4.84 2.10 5.11

2.25 <.0001 2.48 <.0001 1.67 <.0001

2.54 0.55 2.84 1.09 1.98 1.46

2.48 0.58 2.72 0.27 1.85 0.15

2.65 2.68 2.92 2.41 1.99 1.64

2.38 0.01 2.65 0.02 1.85 0.10

2.53 0.72 2.83 2.12 1.95 1.72

2.41 0.47 2.44 0.03 1.70 0.09

2.57 3.61 2.84 3.15 1.97 3.59

1.96 0.00 2.25 0.00 1.43 0.00

2.56 1.64 2.81 0.85 1.96 1.66

2.36 0.10 2.70 0.40 1.79 0.10

2.51 -0.27 2.79 0.62 1.92 -0.43

2.57 0.78 2.64 0.54 2.00 0.67

2.60 1.59 2.80 0.29 1.94 0.49

2.44 0.11 2.77 0.77 1.90 0.62

2.52 0.05 2.70 -1.46 1.93 0.12

2.51 0.96 2.86 0.15 1.92 0.90

2.57 2.44 2.84 2.05 1.93 0.54

2.26 0.02 2.54 0.04 1.87 0.59

2.55 2.12 2.80 0.94 1.97 2.94

2.23 0.03 2.65 0.35 1.58 0.00

2.53 1.03 2.83 2.50 1.95 1.95

2.35 0.30 2.35 0.01 1.65 0.05

2.56 2.77 2.78 -0.04 1.95 2.20

2.08 0.01 2.79 0.97 1.63 0.03

経営人材育成に

満足している

経営人材育成に

経営者が

高くコミットしている

事業戦略と

経営人材育成戦略とが

連動している

目的が明確になっていない

身につけるべき能力が

明確になっていない

十分な時間を確保できない

長期にわたる継続的な

取り組みが行えない

現場のライン長や上司の

理解が得られない

実施するタイミングの

判断ができない

学んだ内容を活かす場がない

費用対効果が低い

参加者の参加意欲が低い

費用対効果が明確ではない

実施後の経過観察や

フォローが行われていない

十分な予算が確保できない

育成施策の対象となる適切な

経営人材「候補」がいない

本来参加して欲しい人材が

参加していない

 

 
図表 3 ．経営人材候補の選抜についての t 検定【分析 3 】 

平均 t検定 平均 t検定 平均 t検定

行っている t値 行っている t値 行っている t値

行っていない p値 行っていない p値 行っていない p値

2.64 4.09 2.94 4.62 2.00 2.83

2.18 <.0001 2.38 <.0001 1.72 0.005

事業戦略と
経営人材育成戦略とが

連動している

経営人材育成に
経営者が

高くコミットしている

経営人材育成に
満足している

 
 

図表 4 ．経営人材候補の選抜に関する問題についての t

検定【分析 4 】  

平均 t検定 平均 t検定 平均 t検定

あてはまらない t値 あてはまらない t値 あてはまらない t値

あてはまる p値 あてはまる p値 あてはまる p値

2.59 2.45 2.84 1.50 2.02 4.11

2.31 0.01 2.65 0.13 1.66 <.0001

2.57 0.98 2.76 -0.39 2.02 2.25

2.47 0.33 2.81 0.70 1.83 0.03

2.52 0.55 2.80 0.66 1.90 -0.98

2.44 0.58 2.69 0.51 2.03 0.33

2.52 0.39 2.80 1.33 1.93 0.28

2.44 0.70 2.50 0.19 1.88 0.78

2.54 1.05 2.79 0.33 1.92 -0.32

2.40 0.30 2.74 0.74 1.95 0.75

2.53 1.38 2.80 1.51 1.93 1.22

2.13 0.17 2.29 0.13 1.63 0.22

2.55 1.73 2.81 0.90 1.94 1.54

2.31 0.09 2.67 0.37 1.79 0.13

2.54 1.14 2.76 -0.83 1.90 -1.05

2.39 0.25 2.89 0.41 2.02 0.29

事業戦略と
経営人材育成戦略とが

連動している

経営人材育成に
経営者が

高くコミットしている

経営人材育成に
満足している

選抜のための適切な方法がない

選抜の基準があいまいである

選抜されなかった人材の
モチベーションが低下する

選抜について現場の

納得が得られない

選抜の公平性の担保ができない

選抜の費用対効果が低い

通常の人事制度と
選抜制度との間に整合性がない

選抜後に登用するポストがない  



このことは、戦略の連動性が高い企業でよ

り適切な選抜方法がとられている可能性が示

唆されると同時に、適切な方法、またその要

件となりうる選抜基準の具体性がある企業に

おいて、より経営人材育成に満足する傾向が

示唆される結果であった。  
【分析 5 】については、図表 5 のとおり、

経営人材育成を目的とした異動・配置が行わ

れている群で、戦略の連動性、経営者のコミ

ットメント、経営人材育成の満足度の得点が

有意に高かった。  
 すなわち、経営人材育成を目的とした異

動・配置の実施については、戦略の連動性と

経営者のコミットメントとが求められる可能

性が示唆されると同時に、異動・配置の実施

が経営人材育成の成果を高める可能性が示唆

された。  
【分析 6】の結果は、図表 6 のとおり一部

で有意な差が確認された。特に、「異動・配置

が計画的ではなく、場当たり的になっている」、

「高いポジションへの抜擢人事に否定的な風

土がある」については、それがあてはまる群

で、戦略の連動性、経営者のコミットメント、

経営人材育成の満足度が有意、もしくは有意

傾向で低かった。  
これらは、計画的で適切な異動・配置が実

現されるか否かには戦略の連動性、また経営

者のコミットメントが必要なこと、また計画

的で適切な異動・配置が行われるか否かが経

営人材育成の満足度に影響を及ぼし得ること

が示唆される結果と考えられる。  
 
図表 5 ．経営人材育成を目的とした異動・配置について

の t 検定【分析 5 】  

平均 t検定 平均 t検定 平均 t検定

行っている t値 行っている t値 行っている t値

行っていない p値 行っていない p値 行っていない p値

2.64 2.88 2.97 4.02 2.02 2.71

2.34 0.00 2.53 <.0001 1.78 0.01

経営人材育成に
経営者が

高くコミットしている

経営人材育成に
満足している

事業戦略と
経営人材育成戦略とが

連動している

 
 

図表 6 ．経営人材候補の育成を目的とした異動・配置に

関する問題についての t 検定【分析 6 】  

平均 t検定 平均 t検定 平均 t検定

あてはまらない t値 あてはまらない t値 あてはまらない t値

あてはまる p値 あてはまる p値 あてはまる p値

2.65 0.30 2.95 -0.66 2.00 -0.60

2.61 0.76 3.05 0.51 2.08 0.55

2.68 0.79 3.06 1.38 2.09 1.48

2.58 0.43 2.85 0.17 1.92 0.14

2.70 2.31 3.02 1.79 2.07 2.18

2.29 0.02 2.67 0.08 1.71 0.03

2.62 -0.59 2.98 0.11 2.02 -0.18

2.73 0.55 2.95 0.91 2.05 0.86

2.69 0.78 3.09 1.51 2.13 1.80

2.59 0.43 2.88 0.13 1.93 0.07

2.65 0.56 2.97 -0.13 2.07 2.49

2.53 0.58 3.00 0.90 1.60 0.01

2.75 1.95 3.11 2.17 2.19 3.23

2.51 0.05 2.81 0.03 1.83 0.00

2.64 0.34 2.93 -1.78 2.02 0.11

2.57 0.73 3.36 0.08 2.00 0.91

2.68 1.53 3.03 2.02 2.10 3.57

2.41 0.13 2.64 0.04 1.55 0.00

事業戦略と

経営人材育成戦略とが
連動している

経営人材育成に

経営者が
高くコミットしている

経営人材育成に

満足している

異動・配置のために

必要なポストが足りない

相対的に年齢の高い人材の

ポストオフができず、若手を

配置するためのポストが作れない

高いポジションへの

抜擢人事に否定的な風土がある

現場が異動・配置に否定的である

現場が人を手放さない

異動・配置先でパフォーマンスを

あげられない人材が多い

異動・配置が計画的ではなく、

場当たり的になっている

失敗させることを恐れ、

実力以上の力が求められる

職務への配置をしない

異動・配置での学びを活かす

場がない  
 
４．総合考察  
  
 本研究より、経営人材育成の施策、教育プ

ログラム、選抜、異動・配置について、それ

が行われている企業群では、行われていない

企業群に比べて経営人材育成の満足度が高い

ことが確認された。また、それらが行われて

いる企業群、それらの取り組みにおける問題

がない企業群では、事業戦略と経営人材育成

戦略とが一致していること、経営人材育成に

経営者が高くコミットしていること、そして

経営人材育成に満足していることが一部で確

認された。  
 すなわち、これまで経営人材育成において

必要だと考えられてきた教育プログラム、選

抜、異動・配置が一定の効果を持つ施策であ

ること、また戦略の連動性や経営者のコミッ

トメントがそれを促進する要因たりえること

が改めて確認される結果であったといえよう。 
 一方で、「事業戦略と経営人材育成戦略とが

連動している」と「経営人材育成に経営者が

高くコミットしている」の肯定回答率は約 6
割、そして「経営人材育成に満足している」

の肯定回答率は約 2 割にとどまっていた。こ
のことから、先行研究で示されてきたプラク



ティスが十分に実現されていない、または実

現のためのハードルがさまざまある現状も改

めて示唆されたといえる。  
 
５．研究の限界と今後の展望  
  
本研究で用いたデータは、すべて企業の人

事部による回答であった。今後は、本調査の

検討課題をより客観性を高めて検証すべく、

経営者のコミットメントについては経営者、

経営人材育成の成果については受講者本人か

らデータを得るなど、より適切なデザインで

の研究が必要だと考えられる。  
また、経営人材育成の教育プログラム、選

抜、異動・配置等について、その成否を捉え

るより客観的な指標を用いることによっても、

経営人材育成に影響を及ぼす要因の定量的な

検証の精度が向上すると考えられる。  
加えて、本研究では教育プログラム間、ま

た教育プログラムと選抜と異動・配置につい

て、それぞれどの程度経営人材育成にインパ

クトを与えるかの検証は行っていない。また、

それぞれの取り組みに関する問題についても、

相対的な影響の大小についての検討は行って

いない。今後は、これらのこともより具体的

に検討していくことが求められる。  
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営人材育成実態調査、人材マネジメント実態
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絡ください。  
 
 
㈱リクルートマネジメントソリューションズ 

組織行動研究所 入江崇介  
e- mail: shusuke_irie[at]recruit- ms.co.jp 


